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考え方・方針
当社グループでは法の精神に則った取引にとどまらず、
取引先と共に持続可能な調達を推進することを目的とし 
て、「サプライチェーン サステナビリティ ガイドライ
ン」を策定し、取引先への要請項目を明示しています。
また、当社購買部門と取引を行う国内のすべての取引
先には、より購買活動に特化した「大和ハウス工業（株）
購買部門CSR購買方針」を制定しています。当社の持続
可能な調達に対する考え方をご理解いただいたうえで、
いずれも同意書を提出いただいています。
さらに、内閣府などが創設した「パートナーシップ構
築宣言」に参画し、「中小受託事業者との望ましい取引
慣行の遵守」を社会に向けて宣言し、適宜見直しを行っ
ています。

■サプライチェーン サステナビリティ ガイドライン
取引先行動規範（Code of Conduct）
1　お客様との信頼関係の構築
2　高い倫理観に基づく事業活動
3　労働安全・衛生への配慮
4　公正な事業活動
5　環境の保全
6　地域との共創共生
7　人権の尊重

　 wサプライチェーン サステナビリティ ガイドライン
w �大和ハウス工業（株）購買部門CSR購買方針

w �「パートナーシップ構築宣言」に参画

　P199　�社会データ サプライチェーン サステナビリティ ガイド
ライン同意書回収率/セルフチェック回答率/取引先
ESG経営評価

マネジメント

サプライチェーン サステナビリティ 
ガイドラインの運用
当社グループでは、取引先と共に持続可能な調達を推進す

ることを目的として、2015年に「CSR調達ガイドライン」を
策定し、2023年には、社会情勢の変化をふまえて「サプライ
チェーン サステナビリティ ガイドライン」へ改定しました。
本ガイドラインでは、「取引先行動規範」にて環境性、社

会性についての7つの原則を定め、取引先行動規範をふま
えた「企業活動ガイドライン」にて、取引先への具体的要請
項目を明示しています。このほか「物品ガイドライン」では、
取引先が当社に納品する建材などの物品の環境性、社会性に
ついて基準を示し、これに基づいた調達が行われます。
当社グループでは、取引先に本ガイドラインを遵守してい

ただくために、取引先に対して説明会を実施したうえで同意
書を提出いただいています。また、新たな取引先と契約を締
結する際にも本ガイドラインの趣旨や概要を説明したうえで
同意書を提出いただいています。2025年度は、新たに640
社から同意書を提出いただき、2024年からの周知活動で取
引先の88.7%に同意をいただいています。さらに、取引先
の従業員に本ガイドラインを理解していただくために、「取
引先行動規範」と「企業活動ガイドライン」に沿った取引先向
け説明資料を作成・配付し、取引先従業員の啓発活動に取り
組んでいます。
なお、2025年度は、主要な取引先に対して日経リサーチ

社が提供するESG評価システム「日経サステナブルリンク」
を導入しました。これにより、本ガイドラインの遵守と取引
先のESG経営の浸透状況をモニタリングし評価する、取引先
ESG経営評価を実施しています。今後は、評価結果をふまえ、
eラーニングやウェビナーでの教育や、実地監査などを行い、
取引先とのエンゲージメントを強化していきます。

　P024　�サプライチェーンマネジメント（環境）サプライヤーにおける
環境方針の浸透

P038　�部門横断型の木材調査体制を構築

P199　�社会データ サプライチェーン サステナビリティ ガイドライ
ン同意書回収率/セルフチェック回答率／取引先ESG経営
評価

　 wサプライチェーン サステナビリティ ガイドライン

QCDSMEをふまえた取引先の選定・管理
当社では、「サプライチェーン サステナビリティ ガイドラ

イン」をベースとして、QCDSME（Quality：品質、Cost：コ
スト、Delivery：納期・工程、Safety：安全、Moral：モラル、 
Environment：環境）をふまえた、取引先の新規選定・管理を
行っています。特に、住宅系部材については当社の工場で生
産する型式適合認定を受けた製品を構成する部材を重要部材
と定め、供給するサプライヤーは購買部門が選定していま
す。選定に際しては、「購買業務規定」に基づき、品質・環境・
納期・コスト・経営・CSRの側面での書類審査を実施。合格し
た場合には製造会社の製造工場を訪問し、ISO9001の要求
事項に基づき、品質管理体制の確認を実施しています。出荷
前には初期ロット検証を行い、契約した仕様通りにものづく
りが行われていることを確認してから出荷許可を出すフロー
となっています。取引開始後も購買先全社に対して年に一度、
品質と納期に関するフォローアップ評価を実施しています。
品質・納期に不具合があれば、再発防止策を講じていただき、
安定的に供給可能な体制となっていることを取引先と当社の
双方で確認しています。
現場での施工を担う協力会社の新規選定については、「技

術系業務規定」に基づき、経営方針や将来性、施工技術力な
どについて申請書類や面談を通じて審査します。また、これ
らの審査では、法令遵守、安全衛生の確保、反社会的勢力な
どの排除や、各種関連法の許可内容および社会保険の加入状

■持続可能な調達

https://www.daiwahouse.co.jp/sustainable/csr/pdfs/csr_procurement_guidelines.pdf
https://www.daiwahouse.co.jp/sustainable/social/client/csr/pdfs/CSR_Purchasing_Policy.pdf
https://www.daiwahouse.com/about/release/topics/20210927150147.html
https://www.daiwahouse.co.jp/sustainable/csr/pdfs/csr_procurement_guidelines.pdf
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CSR調達における先進的な組織との協働
・ �GCNJ （グローバル•コンパクト•ネットワーク•ジャパン）
「サプライチェーン分科会」への参画

当社は2018年4月より、国連が提唱する「人権・労働・環境・
腐敗防止」についての普遍的原則であるUNGC（国連グロー
バル・コンパクト）へ参加しています。また、UNGC参加企
業で構成されるGCNJの「サプライチェーン分科会」などに
参加しています。同分科会では、有識者の講演などにより
CSR関連の最新動向や各社の事例を共有すると同時に、同
分科会で得られた知見は当社グループの事業活動に反映させ
ています。

・ EcoVadis （エコバディス）への登録

当社は2019年度より、サプライヤー企業のサステナビリ
ティ評価を行っている「EcoVadis」へのサプライヤー登録と
情報開示を開始しており、継続して評価を獲得しています。　

　P143　�「EcoVadis」のサステナビリティ評価において「ブロンズ」
評価を獲得

況なども確認しています。審査に合格した場合には、取引名
義届出書を受領し、工事下請負基本契約を締結のうえで協力
会社として取引を開始します。

購買部門でのCSR購買方針
当社購買部門で策定している「大和ハウス工業（株）購買部
門CSR購買方針」は、持続可能な調達のための方針として
「CSR購買基本方針」を定め、この方針に基づいた当社が実
施すべき「CSR購買行動規範」と、取引先に取り組んでいた
だきたい「購買先行動規範」の3つの要素で構成されていま
す。この「大和ハウス工業（株）購買部門CSR購買方針」に対し、
当社の購買部門と取引を行うすべての購買先より、同意書を
受領しています。
また、これらの取引先に対して、製造工場ごとに「CSR購
買行動規範」に定める「品質」「安定供給」に関するフォロー
アップ評価を毎年実施し、4段階（A、B、C、D）でランクづ
けを行っています。Dランクとなった取引先については、現
地製造工場を訪問し、「品質監査」を実施。製品品質、業務
品質を担保するための管理が行われているか実地監査を行
い、必要に応じて改善に向けたアドバイスを行っています。
2025年度は5件の実地監査を行いました。
今後も、取引先との対話を通じて、持続可能な調達につい
て調達先と当社と共に理解を深め、取り組みを推進していき
ます。

【CSR購買基本方針】
１、取引の公平性（腐敗防止）
２、環境保全への取り組み
３、企業の社会的責任
４、共創共生
５、機密保持

　 w大和ハウス工業（株）購買部門CSR購買方針

■持続可能な調達

主な取り組み

取引先と連携した社会課題に関する研修
資材調達先で構成されるトリリオン会（234社）の研修・研

鑽活動を年２回（大阪ブロック・東京ブロック各1回）開催し
ています。
2025年8月の大阪ブロックでの研修・研鑽活動には66社

103名が参加、2026年3月の東京ブロックの研修・研鑽活動
には57社102名が参加しました。
2025年度の研修・研鑽活動の内容は次の通りです。

①カーボンニュートラル実現に向けた国内外の最新動向
②トリリオン会企業による脱炭素の取り組み事例紹介
③当社購買部門のCSR購買方針の説明
④�集中購買先に対するサプライチェーン人権デューディリ
ジェンス
企業の事業活動をサステナビリティと関連づけて認識して

いただくよう意識づけを継続しています。

https://www.daiwahouse.co.jp/sustainable/social/client/csr/pdfs/CSR_Purchasing_Policy.pdf



